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1. はじめに
近年，災害時に備えてハザードマップ作成などの防

災政策が全国で進められている．しかし，ハザードマッ
プは地理情報を元にして作られる「被害予測図」であ
るため，被災者にとっては現実の災害状況に合致しな
い場合がある．従って，様々な災害状況に臨機応変に対
応するために，災害時の情報も反映した新しいハザー
ドマップを適宜生成することができれば非常に有益で
ある．また，災害時には被災者が必要とする情報をい
つでもリアルタイムに配信し，避難経路ナビゲーショ
ン，警報の自動通知等，様々な情報を容易に取得でき
ることが望ましい．そこで，ハザードマップや地理情
報をデータベースに持つ「災害安全支援サーバー」を
構築し，モバイル端末に災害安全支援情報を送信した
り，逆に端末から現在地や付近の画像情報，安否情報
をサーバへ送り情報収集を行う等が出来れば，状況を
的確に把握できるようになり効率的な救助活動や情報
伝達を行うことが期待される．本研究では，GISと移
動体通信インフラを活用して，災害時の情報からダイ
ナミックハザードマップを自動生成し，被災者が必要
とする情報を配信できる「モバイル災害安全支援シス
テム」の構築について検討する．

2. 従来のハザードマップ
日本列島は台風や地震のような自然災害の発生しや

すい地域であり，たびたび災害による莫大な被害を受
けている．そこで国土地理院や地方自治体では，全国
の地形，道路，避難場所，学校や病院などの公共施設，
消防署や警察暑などの公共機関の地理調査を行い，災
害や 2次災害による被害を防止するためにハザードマッ
プを作成している (図 1)．また，ハザードマップは被害

図 1: ハザードマップ [1]
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の発生や再発を防止するだけでなく，地方自治体が住
民にハザードマップを配布することにより，災害に対す
る人々の意識を高めるという効果も期待できる．しか
し，ほとんどの場合ハザードマップは更新が容易でな
いうえに，土地勘のない観光客や大都市住民には，避
難所等の位置を知らない人も多く避難行動を開始する
のが遅れてしまう．また，ハザードマップには，過去の
災害の実績から原因を解析し，災害の影響と被害規模
を起こる可能性のある災害現象を全て予測しているた
め，情報量が膨大になり最新情報の迅速な反映と配布
が容易でない．更に，災害には洪水，地震，火山など
があり，それに合わせてハザードマップがそれぞれ存
在している．何時どのような災害が起きるか予測でき
ないため，複数の災害に対応したハザードマップの情
報をもっていなければならない．地震が起きたときに
は，土砂崩れ，火事，津波のような 2次災害も発生す
る．したがって，単一のハザードマップでは実際の災
害時と異なり対処しきれなくなってくる．以上のこと
から，従来型のハザードマップの問題点を改善するた
めには，状況に応じた情報を必要とした時に取得でき
るようにするが望ましい．

3. Dynamic Hazard Map System
災害時にハザードマップ及び災害支援情報を取得す

るための手段として，近年，普及している携帯型移動
体端末があげられる．移動体通信機器の中でも，携帯
電話は最も普及率が高く常に所持されており，数百時
間のバッテリ稼動が可能であるため，被災時でも利用
しやすい移動端末といえる．さらに，携帯電話は基地
局の設置が容易であることから，被災地での通信復旧
や基地局再建が容易に可能であるというメリットがあ
る．しかし，携帯はCPU能力やメモリ容量や表示画面
の制限があり，その限られた資源を有効に使用するた
めに携帯端末での処理は限られたものになる．そこで，
ダイナミックハザードマップを携帯で容易に表示でき
る容量に圧縮し，災害安全支援システムから取得でき
るようにする．
本研究で検討する災害安全支援システムの主な機能は
以下の通りである．

• 病院，警察署等の公共施設の検索と表示
• 避難経路・指示を自動生成して携帯に送信
• TVやラジオのニュースコンテンツを蓄積配信

• 安否情報の蓄積と配信
複数のハザードマップと病院，消防署，警察署などの
公共施設を種類毎にレイヤで分けてデータベースに登
録する．ダイナミックハザードマップは，必要に応じ
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図 2: ダイナミックハザードマップ
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図 3: 災害安全システム概要図

て複数の情報のレイヤを組み合わせて生成する (図 2)．
その際，レイヤと座標から公共施設の位置を検索でき
るようにすると，携帯から駅名や地名を指定し特定の
場所の地図を捜し出すことができる．ハザードマップの
画像では避難経路を判断できない場合があるので，ハ
ザードマップの送信と同時に避難指示を生成して送れ
ると，避難経路の理解を促進することができる．
また，よりリアルタイムな災害状況を把握するため

に，TVやラジオのニュース情報を蓄積し，動画や音声
ファイルを配信する機能を持たせる．本システムでは音
声や動画像，ハザードマップを生成するサーバ，それら
を保存して検索できるようにするデータベースサーバ
に分離し，災害時に必要となる情報を提供する (図 3)．
安全支援サーバから携帯に音声や動画像のコンテンツ
を転送するには CGIを用いる (表 1)．インターネット
接続できる携帯を用いて安全支援サーバに接続すると，
データベースに登録してある地図を携帯で表示できる
画面に切り取り表示する (図 4，図 5)．病院や警察暑な
どの公共機関は，地名や駅名などで場所を絞り込みで
検索できるようにすると素早く公共機関の特定ができ
る (図 6，図 7)．

4. まとめと今後の課題
ハザードマップを利用できた人と利用できなかった

人郡山市において災害時の行動に 1時間の差がでたと
報告されている [2]．このように，ハザードマップは重
要なものであるが，未だにハザードマップは認知度が
低く普及していない．それは使用頻度の低さと解りに

表 1: システムを構築するために必要なプログラム

プログラム名 動作
PVconvert ラジオのニュース音声を

携帯で聞ける音声に変換
QuickTime Pro TVの動画を携帯で見れるムービー

(AMC形式、3GPP2 形式)に変換する
EZ@NAVI(java) 所在地の画像の取得
PostgreSQL データベース

図 4: 那覇市街地図 図 5: データ受信画
面

くさが原因と考えられる．しかし，日本列島は災害の種
類も多い土地であるため災害も複雑になってくる．そ
こで，手軽に誰にでも解りやすく支援を行う事ができ
るダイナミックハザードマップで有効的に使われるの
ではないかと考えられる．
今後の課題は，携帯端末向け安全支援システムで一

番有効と見られる災害情報 TVとラジオの蓄積配信を
実装すること及び，地理情報に基づいた最適避難経路
の自動発見と避難指示を生成する機能を持たせること
である．
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図 6: TOP画面 図 7: 駅選択画面
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